
 

議案第１４３号 

   さいたま市心身障害者医療費支給条例の一部を改正する条例の制定について 

 さいたま市心身障害者医療費支給条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年９月３日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

   さいたま市心身障害者医療費支給条例の一部を改正する条例 

さいたま市心身障害者医療費支給条例（平成１３年さいたま市条例第１６８号）の

一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当 

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

 （定義）  （定義） 
第２条 この条例において「心身障害者」とは、次

の各号のいずれかに該当する者をいう。 
第２条 この条例において「心身障害者」とは、次

の各号のいずれかに該当する者をいう。 
⑴・⑵ ［略］ ⑴・⑵ ［略］ 

 ⑶ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（

昭和２５年法律第１２３号）第４５条に規定す

る精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者又

は特別の理由により当該精神障害者保健福祉手

帳を所持していない者で、次のいずれかに該当

するもの 
 
 
  ア 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

施行令（昭和２５年政令第１５５号）第６条

第３項に定める１級の障害を有する者 
  イ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

施行令第６条第３項に定める２級の障害を有

する者で、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成１７年法

律第１２３号。以下「障害者総合支援法」と

いう。）第５４条第１項に規定する支給認定

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律施行令（平成１８年政令

第１０号）第１条の２第３号に規定する精神

 ⑶ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（

昭和２５年法律第１２３号）第４５条に規定す

る精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者又

は特別の理由により当該精神障害者保健福祉手

帳を所持していない者で、精神保健及び精神障

害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令

第１５５号）第６条第３項に定める１級の障害

を有するもの 



 

通院医療に係るものに限る。以下「精神通院

医療」という。）を受けているもの 
 ⑷・⑸ ［略］  ⑷・⑸ ［略］ 
２～５ ［略］ ２～５ ［略］ 
  

（対象者）  （対象者） 
第３条 医療費助成金の支給の対象となる者（以下

「対象者」という。）は、医療保険各法に規定す

る被保険者、組合員若しくは加入者（被保険者、

組合員又は加入者であった者を含む。以下「被保

険者等」という。）又は被扶養者である心身障害

者であって、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。 

第３条 医療費助成金の支給の対象となる者（以下

「対象者」という。）は、医療保険各法に規定す

る被保険者、組合員若しくは加入者（被保険者、

組合員又は加入者であった者を含む。以下「被保

険者等」という。）又は被扶養者である心身障害

者であって、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。 
 ⑴ 市内に住所を有する者。ただし、次に掲げる

者を除く。 
 ⑴ 市内に住所を有する者。ただし、次に掲げる

者を除く。 
  ア 他の市町村（特別区を含む。以下同じ。） 

から障害者総合支援法第２９条又は第３０条 

の規定による指定障害福祉サービス等又は基 

準該当障害福祉サービスに対する介護給付費、

訓練等給付費、特例介護給付費又は特例訓練 

等給付費の支給を受け、障害者総合支援法第 

５条第１１項に規定する障害者支援施設若し 

くは同条第６項に規定する主務省令で定める 

施設（次号において「障害者支援施設」とい

う。）、身体障害者福祉法第１８条第２項に 

規定する指定医療機関（以下「指定医療機関 

」という。）又は独立行政法人国立重度知的 

障害者総合施設のぞみの園が設置する施設（ 

以下「のぞみの園」という。）に入所し、入 

院し、又は入居している者（障害者総合支援 

法第５条第１８項に規定する共同生活援助（ 

以下「共同生活援助」という。）を行う住居 

に入居している者を含む。） 

  ア 他の市町村（特別区を含む。以下同じ。）

から障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成１７年法律第１

２３号。以下「障害者総合支援法」という。

）第２９条又は第３０条の規定による指定障

害福祉サービス等又は基準該当障害福祉サー

ビスに対する介護給付費、訓練等給付費、特

例介護給付費又は特例訓練等給付費の支給を

受け、障害者総合支援法第５条第１１項に規

定する障害者支援施設若しくは同条第６項に

規定する主務省令で定める施設（次号におい

て「障害者支援施設」という。）、身体障害

者福祉法第１８条第２項に規定する指定医療

機関（以下「指定医療機関」という。）又は

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設の

ぞみの園が設置する施設（以下「のぞみの園

」という。）に入所し、入院し、又は入居し

ている者（障害者総合支援法第５条第１７項

に規定する共同生活援助（以下「共同生活援

助」という。）を行う住居に入居している者

を含む。） 

  イ～コ ［略］   イ～コ ［略］ 

⑵～⒀ ［略］ ⑵～⒀ ［略］ 
２ 前項の規定（同項第１号アからコまでの規定を

除く。）にかかわらず、次の各号のいずれかに該

当する者は、対象者としない。 

２ 前項の規定（同項第１号アからコまでの規定を

除く。）にかかわらず、次の各号のいずれかに該

当する者は、対象者としない。 
⑴～⑷ ［略］ ⑴～⑷ ［略］ 

 ⑸ 前条第１項第３号イに該当する者で、同項各

号（第３号イを除く。）のいずれにも該当しな

いもの（以下「２級の精神障害を有する者」と

いう。）で次のいずれかに該当するもの 

 

  ア さいたま市妊婦健康診査費及び子育て支援

医療費の助成に関する条例（平成１９年さい

たま市条例第５３号）第６条第１項の規定に

よる子育て支援医療費助成金の支給を現に受

 



 

けている受給資格者が監護する乳幼児・児童 
  イ さいたま市ひとり親家庭等医療費支給条例

（平成１３年さいたま市条例第１８０号）第

７条第１項の規定によるひとり親家庭等医療

費の支給を現に受けている受給資格者又は当

該受給資格者が監護する児童 

 

 ⑹ ［略］  ⑸ ［略］ 
  

（医療費助成金の支給）  （医療費助成金の支給） 
第４条 市長は、次条第２項、第４項及び第５項に

おいて登録を受けた者（以下「受給資格登録者」

という。）に対し、医療費助成金として一部負担

金の額を支給するものとする。ただし、受給資格

登録者が、２級の精神障害を有する者である場合

は、当該者に対し、医療費助成金として精神通院

医療に係る一部負担金の額に限り支給するものと

する。 

第４条 市長は、次条第２項において登録を受けた

者（以下「受給資格登録者」という。）に対し、

医療費助成金として一部負担金の額を支給するも

のとする。 

２～６ ［略］ ２～６ ［略］ 
   

（受給資格の登録） （受給資格の登録） 
第５条 ［略］ 第５条 ［略］ 
２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 
４ 市長は、第３条第２項第５号アに掲げる者に該

当したことにより対象者でなくなった者が、さい

たま市妊婦健康診査費及び子育て支援医療費の助

成に関する条例による受給資格を喪失し、再び対

象者の要件を満たすと認める場合にあっては、第

１項及び第２項の規定にかかわらず、当該者を受

給資格登録者として登録するものとする。 

 

５ 市長は、第３条第２項第５号イに掲げる者に該 

当したことにより対象者でなくなった者が、さい

たま市ひとり親家庭等医療費支給条例による受給

資格を喪失し、再び対象者の要件を満たすと認め

る場合その他の規則で定める場合にあっては、第

１項及び第２項の規定にかかわらず、当該者を受

給資格登録者として登録するものとする。 

 

  

附 則 

 （施行期日） 
１ この条例は、令和８年１月１日から施行する。ただし、第３条の改正（「第５条 

第１７項」を「第５条第１８項」に改める部分に限る。）は、公布の日から施行す

る。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後のさいたま市心身障害者医療費支給条例（以下「改正後の 



 

 条例」という。）第３条第２項第５号の２級の精神障害を有する者に該当する者（ 

 次項において「２級の精神障害を有する者」という。）が改正後の条例第５条第２

項、第４項及び第５項の規定により登録を受けた場合において、当該者に係る改正

後の条例第４条第１項ただし書に規定する医療費助成金（この条例の施行の日（以

下「施行日」という。）から令和８年６月３０日までの診療に係るものに限る。以

下この項において同じ。）については、当該者が改正後の条例第２条第５項に規定

する医療機関等で医療を受け、かつ、当該医療機関等から当該医療に要した費用に

係る情報の提供があった場合において、その内容を審査し、適当であると市長が認

めたときは、改正後の条例第８条第１項及び第２項の規定にかかわらず、当該者に

対し医療費助成金を支給することができる。この場合において、市長は、当該者に

当該医療費助成金に係る情報を通知するものとする。 

３ 施行日において２級の精神障害を有する者が施行日から令和８年３月３１日まで

の間に改正後の条例第５条第２項の規定による登録を受けた場合には、当該２級の

精神障害を有する者に対し、施行日から当該登録をした日の前日までの改正後の条

例第４条第１項ただし書の規定による医療費助成金を支給する。 


